
◆内部監査体制
　当ＪＡでは、内部監査部門を被監査部門から独立して設置し、経営全般にわたる管理および各部門の業務
の遂行状況を、内部管理態勢の適切性と有効性の観点から検証・評価し、改善事項の勧告などを通じて業務
運営の適切性の維持・改善に努めています。
　また、内部監査は、ＪＡの本店・支店のすべてを対象とし、年度の内部監査計画に基づき実施しています。
　監査結果は代表理事組合長および監事に報告した後、被監査部門に通知され、定期的に被監査部門の改善
取り組み状況をフォローアップしています。また、監査結果の概要を定期的に理事会に報告することとして
いますが、特に重要な事項については、直ちに理事会、代表理事組合長、監事に報告し、速やかに適切な措
置を講じています。

◆金融商品の勧誘方針
　当ＪＡは、貯金・定期積金、共済その他の金融商品の販売等に係る勧誘にあたっては、次の事項を遵守し、
組合員・利用者の皆さまに対して適正な勧誘を行います。

◆個人情報保護について
　当ＪＡは、組合員・利用者等の皆さまの個人情報を正しく取り扱うことが当ＪＡの事業活動の基本であり
社会的責務であることを認識し、以下の方針を遵守することを誓約します。

金融商品の勧誘方針

１ ．組合員・利用者の皆さまの商品利用目的ならびに知識、経験、財産の状況および意向を考慮の
うえ、適切な金融商品の勧誘と情報の提供を行います。

２ ．組合員・利用者の皆さまに対し、商品内容や当該商品のリスク内容など重要な事項を十分に理
解していただくよう努めます。

３ ．不確実な事項について断定的な判断を示したり、事実でない情報を提供するなど、組合員・利
用者の皆さまの誤解を招くような説明は行いません。

４ ．電話や訪問による勧誘は、組合員・利用者の皆さまのご都合に合わせて行うよう努めます。
５ ．組合員・利用者の皆さまに対し、適切な勧誘が行えるよう役職員の研修の充実に努めます。
６ ．販売・勧誘に関する組合員・利用者の皆さまからのご質問やご照会については、適切な対応に
努めます。

個人情報保護方針

１．関連法令等の遵守 
　 　当組合は、個人情報を適正に取り扱うために、「個人情報の保護に関する法律」（以下「保護法」
といいます。）その他、個人情報保護に関する関係諸法令および個人情報保護委員会のガイドラ
イン等に定められた義務を誠実に遵守します。

　 　個人情報とは、保護法第2条第1項、第2項に規定する、生存する個人に関する情報で、特定
の個人を識別できるものをいい、以下も同様とします。

　 　また、当組合は、特定個人情報を適正に取扱うために、「行政手続における特定の個人を識別
するための番号の利用等に関する法律」（以下「番号利用法」といいます。）その他、特定個人情
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